靜　　　宜　　　大　　　学
                            
産学提携協定書　(產學合作協議書)

協定者：台湾・静宜大学（以下、甲という）〔甲方台灣 靜宜大學〕
日本・          （以下、乙という）〔乙方日本            中譯或英譯名〕

　この協定書は受け入れ機構と学校が産学提携を目的として締結するものである。甲乙双方は、国際的視野を持つ専業人材育成のため、共同して海外実習提携を行い、添付「現場 実習参加産学協定書（現場実習計画書）」に定める学生（以下、実習生という）の専業技能に対する海外訓練及び実習機会を提供し、以下の事項を協議して定め、共同で本件業務を遂行する。
	〔本協定書係由受入機構與學校為產學合作之目的所締結。甲乙雙方為培育具備國際視野之專業人才，合作推動海外實習計畫，並依附錄「現場實習參加產學協定書（現場實習計畫書）」之規定，為學生（以下稱實習生）提供專業技能之海外訓練與實習機會，經協議確認以下事項，共同執行本案業務。〕

第1条　協定期間　〔協定期間〕
本協定期間は      年    月    日より      年    月    日までとする。
〔本協定期間自      年    月    日日起至      年    月    日止。〕

第2条　甲が執り行うべき事項〔甲方應履行之事項〕
第１項　甲は台湾の教育部（日本の文部科学省に相当）が定めた規則に従い、海外実習を実施する。
	〔甲方應依照臺灣教育部（相當於日本文部科學省）所訂定之規則，執行海外實習。〕
第２項	甲は実習内容を検討し、学習テーマ及び教育訓練などの実習計画を定め、乙に関連する資料を提供するとともに、協同で関連する実施詳細を企画すること。
	〔甲方應審慎規劃實習內容，確定學習主題及教育訓練等實習計畫，並向乙方提供相關資料，協同策劃相關實施細節。〕
第３項　甲は実習生の為に合法かつ合理的な労働条件を主動的に取り決め、実習生に対して確実にその権利及び義務を理解させること。
	〔甲方應主動為實習生制定合法且合理的勞動條件，並確保實習生清楚理解其權利與義務。〕
第４項　甲は実習生の出国前に実習期間中は日本国の法律規定を遵守することを実習生に指導し了承させること。
	〔甲方應在實習生出國前，指導並確保其理解並承諾在實習期間遵守日本國相關法律規定。〕
第５項　甲は実習生の出国前に甲の定める海外実習課程の位置づけ、目的及び乙が手配する実習内容について実習生に確実に理解させること。
	〔甲方應在實習生出國前，確保其充分理解甲方所訂定之海外實習課程的定位、目的及乙方所安排的實習內容。〕
第６項  甲は実習期間、実習生の実習状況を確実に監督し了解するとともに、乙の協力の下、定期的に視察・指導・考査を執り行うこと。
	〔甲方應在實習期間，確實監督並掌握實習生的實習情況，並在乙方協助下，定期進行視察、指導與考核。〕
第７項　甲は実習期間、海外実習を担当する部署を指定し、乙と良好な連絡体制を築いて確保すること。
	〔甲方應在實習期間，指定專責部門負責海外實習事宜，並與乙方建立並維持良好之聯繫機制。〕

第3条　乙が執り行うべき事項〔乙方應履行之事項〕
第１項　乙は甲の実習の要求に従い、関連する技術訓練カリキュラムの設定に協力すること。
	〔乙方應依甲方之實習要求，協助制定相關技術訓練課程。〕
第２項　乙は甲の実習指導教師が海外協同機関を実習視察を目的として訪れる際には、指導教師の視察に協力すること。
	〔乙方應配合甲方之實習指導教師，於訪問海外協同機構進行實習視察時，提供必要之協助。〕
第３項　乙は実習期間中に適用される法的保障・保険・給与及び交通費・食費・宿泊費等の事項を「現場 実習参加産学協定書」に明記し、甲が開催する実習前説明会に関連資料及び情報を提供して協力をすること。
	〔乙方應將適用於實習期間之法律保障、保險、薪資、交通費、膳食費及住宿費等相關事項，明訂於「現場實習參加產學協定書」中，並協助提供甲方於實習前說明會所需之相關資料及資訊。〕
第４項　乙は実習期間中、甲が実習生に対して行う生活管理指導に協力し、緊急の事件・事故に対する処理に協力すること。
	〔乙方應於實習期間內，協助甲方對實習生進行生活管理指導，並配合處理緊急事件或事故。〕
第５項　乙は実習期間中、もし実習生が適応できない場合には、実習生及び協同機関と解決方法を協議するとともに、甲に対して実習に関する実習生の現状を通知すること。また、指導後も実習生の状況が改善されない場合、必要に応じて甲が実習を中止することに協力し、並びに協力機関又は職場の変更、または実習生の台湾への帰国の手配に協力すること。
	〔乙方應於實習期間內，若實習生無法適應實習環境，應與實習生及協同機構協商解決方案，並向甲方通報實習生之實習狀況。此外，若經指導後實習生之狀況仍未改善，乙方應視情況協助甲方終止實習，並配合協同機構進行實習單位或職場之調整，或協助實習生返回臺灣之相關安排。〕
第６項　実習生が日本での労働法令が定める対象に当たる場合、乙は法律の定める保障を提供する義務を負い、関連する規定に従って保険を掛け、関係官庁に報告し、関連法令に従って税金・保険料を負担する。
	〔若實習生屬於日本勞動法令所規定之適用對象時，乙方有義務提供法律規定之保障，並依相關法規辦理保險、向主管機關申報，並按法令負擔稅金及保險費。〕

第４条　実習の詳細〔實習之詳細內容〕
第１項　実習機関名：                        
	〔實習機構名稱：                        〕
第２項　実習地点：日本国                              
	〔實習地點：日本国                             〕
第３項　職位・主要責務及び責任：インターンシップ実習生
	〔職位・主要職責及責任：實習生〕
第４項　実習期間：      年    月    日より      年    月    日（なお、渡航手続き上等の都合により、期間に変更が生じる場合、甲は乙へ速やかに連絡し、甲乙双方で別途、協議してこれを定める。
	〔實習期間：自      年    月    日至      年    月    日（若因出國手續辦理等因素導致期間變更，甲方應即時通知乙方，並由甲乙雙方另行協商決定）。〕

第５条　実習時間及び休暇〔實習時間及休假〕
第１項　実習時間の詳細〔實習時間之詳細〕
（1） 実習時間：午前8時～午後10時までの間で8時間。
　　　　　　　乙は宿泊業を営んでいるため、実際に働くスタッフと同様の時間帯　　　　に、より多くのセクションで実習体験するためにシフト制とする。
〔實習時間：每日於上午8時至下午10時之間安排8小時實習。乙方因經營旅宿業，為使實習生能夠體驗更多業務部門，將採輪班制，並與正式員工相同之時段進行實習。〕
（2） 休憩時間：途中１時間の休憩時間をとる。または中休み有り。
〔休息時間：每日安排1小時休息時間，或安排中休時段。〕
（3） 総労働時間（休憩時間を含まず）：1日8時間、週40時間。
〔總工作時數（不含休息時間）：每日8小時，每週40小時。〕
第２項　毎週実習日数及び休暇日：週５日間労働とし、シフトに合わせて1週につき２日間の休暇日を定めること。
	〔每週實習天數及休假：實習生每週工作5天，並依照輪班制度，每週安排2天休假。〕
第３項　乙は、甲の実習単位の認定に際する時間規定に従い、通常営業月では毎月160時間を目安とし、１年間のインターンシップ期間内の総実習時間を1080時間以上とすること。
	〔乙方應依甲方實習學分認證所規定之時數標準，於正常營運月份每月安排約160小時實習，並確保1年之實習期間內累積總實習時數達1080小時以上。〕

第６条　保険及び医療福利〔保險及醫療福利〕
第１項　日本における実習生に対する付保項目：労災保険・健康保険・厚生年金保険。
	〔日本實習生應加入之保險項目：勞災保險、健康保險、厚生年金保險。〕
第２項　保険費用負担：関連法令に基づき、労災保険は乙の負担とし、健康保険及び厚生年金保険は乙と実習生による折半とする。
	〔保險費用負擔：依相關法令規定，勞災保險費用由乙方負擔，健康保險及厚生年金保險費用則由乙方與實習生各自負擔一半。〕
第３項　その他、医療保険項目：甲は実習前に実習生が実習期間に受けるべき関連保険保障を確認すること。
	〔其他醫療保險項目：甲方應於實習開始前，確認實習生在實習期間所應享有之相關保險保障。〕
第４項　乙は実習前に、日本国の規定に従い、関連する保険への実習生の加入を申請し、協力をすること。
	〔乙方應於實習開始前，依日本國相關規定，協助實習生辦理必要之保險手續，確保其順利加入相關保險。〕

第７条　その他の事項〔其他事項〕
[bookmark: _Hlk509490872]第1項　いずれかの当事者が本契約を解消することを希望する場合は、中止日の1か月前までに他の当事者へ通知すること。他の当事者から了承を得ること。その場合、いずれの当事者も損害賠償を請求することは出来ない。
	〔若任一方當事人希望終止本契約，應於終止日期前1個月通知另一方當事人，並獲得對方的同意。在此情況下，任何一方不得要求賠償損失。〕
 第２項　その他の海外実習関連費用〔其他海外實習相關費用〕
（1） 在留資格認定証明書：乙が負担する。
〔在留資格認定證明書：由乙方負擔。〕
（2） 日本国への入国・特定活動ビザ取得手数料：実習生が負担する。
〔日本國入境及特定活動簽證申請費用：由實習生負擔。〕
（3） 海外渡航航空券費用：実習生が負担する。但し台湾・教育部の補助がある場合は、甲に対して補助金額の範囲内で実費の請求が可能となる。
〔海外渡航機票費用：由實習生負擔。然而，若臺灣教育部提供補助，實習生可在甲方範圍內，依補助金額向甲方申請實際費用報銷。〕

第８条 　 その他の関連事項は、台湾においては台湾の、日本国においては日本国の関係法令に従って取り扱い、それを本協定の添付書類に記載すること。また、甲乙双方がそれを実習生に説明すること。
	〔其他相關事項應依據臺灣的相關法令處理於臺灣，依據日本國的相關法令處理於日本，並將相關事項記載於本協定的附錄中。此外，甲乙雙方應向實習生進行說明。〕

第９条 　 甲は実習生が日本国内滞在中に指導を離れ、個人的な活動を行った結果、発生した法的・経済的な問題については、実習生が責任を負うように指導すること。実習生は乙が提供する場所を利用して実習し、乙方の管理規則を必ず遵守し、乙方の人員による指導を受け入れ、安全の維持及び業務上の機密保持に厳しく注意すること。乙は男女雇用機会均等法及び関連法に依拠し、且つセクシャルハラスメント・パワーハラスメント排除及び男女平等教育の精神に則り、甲方の実習生を保護し実習環境の安全を確保する義務を負う。
	〔甲方應指導實習生，若其在日本國內停留期間偏離指導，從事個人活動所引發的法律及經濟問題，應由實習生自行負責。實習生應在乙方提供的場所進行實習，必須遵守乙方的管理規定，接受乙方人員的指導，並嚴格注意維護安全及業務機密。乙方應依照男女雇用機會均等法及相關法規，並本於防治性騷擾及職場霸凌、落實性別平等之精神，保障甲方實習生的權益，確保實習環境的安全。〕

第10条　 実習生はこの実習期間中に乙で知り得た機密事項及び個人情報を一切外部に漏らしてはならない。甲はこれを実習生に指導すること。また、乙は実習期間中に入手した実習生の個人情報を実習目的以外に使用したり第三者に譲渡してはならない。なお、本条は本契約が終了後も存続するものとする。
	〔實習生在實習期間內不得將於乙方得知的機密事項及個人資訊洩露給外部。甲方應指導實習生遵守此規定。此外，乙方不得將在實習期間內獲得的實習生個人資訊用於實習目的以外的用途，亦不得轉交給第三方。此條款於本契約結束後仍然有效。〕

第11条　 実習生の実習期間中、前後期の各期末（６月、１月）に指導教師から実習生の成績査定の要請がある場合には、要請から２週間以内に所定の成績表に必要事項を記入の上、指導教師へ送付すること。
	〔在實習生的實習期間內，若指導教師於前後期的期末（6月、1月）要求進行成績評定，乙方應於接到要求後兩週內，填寫所需事項並將成績表送交指導教師。〕

[bookmark: _Hlk71891205]第12条　　本協定は日本法に従って解釈される。また、本協定は中国語と日本語を併記し、両言語の間に矛盾抵触がある場合、日本語版が優先する。
	〔本協定應依照日本法進行解釋。此外，本協定以中文和日文雙語對照書寫，若兩種語言之間存在矛盾或衝突時，以日文版為準。〕

第13条　 附則〔附則〕
　第１項  本協定の履行不可能或いは履行失敗による紛争が生じた場合、甲乙各々が誠意をもって協議し、これを解決するものとする。協議が失敗し本協定を解消する場合、紛争の解決方法が決まる前にいずれの当事者も損害賠償を請求することは出来ない。
	〔本協定履行不可能或履行失敗所引發的爭議，甲乙雙方應以誠意協商解決。若協商未能成功，且需終止本協定時，爭議解決方法尚未確定前，任何一方均不得要求賠償損失。〕


　第２項  甲乙いずれかが本契約の規定を遵守しない場合、実習生の実習を終わらせ、同時に本契約の効力を停止させることができる。
	〔甲乙任何一方若未遵守本契約規定，則可終止實習生的實習並同時停止本契約的效力。〕
第３項　本協定に関連するすべての添付書類は、協定の一部とみなされ、本協定と同等の効力を持ち、本協定に定めのない事項については、実際の必要に応じて、甲乙実習生が協議してこれを改定するものとする。
	〔與本協定相關的所有附加文件應視為協定的一部分，具有與本協定相同的效力，對於協定中未規定的事項，甲乙雙方及實習生應根據實際需要協商並進行修訂。〕
第４項　本協定書は一式2通を作成し、甲乙各1通を保有するものとする。
	〔本協定書共製作2份，甲乙雙方各持1份。〕

協定者〔協定者〕

甲　方：靜宜大學
代　表：校長　林　思　伶
住　所：台湾臺中市沙鹿區臺灣大道7段200號








乙　方：                        
代　表：代表取締役社長　           
住　所：日本国          県                       
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